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当社は、ペガサス・システム株式会社（以下「ペガサス・システム社」といいます。）と

の間で 2023 年６月 16 日付で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結
し、2023 年７月７日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、ペガサス・システ
ム社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うこと
といたしました。 
 本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に規定する事項
は下記のとおりです。 
 
１．株式交換契約の内容（会社法第 794 条第１項） 

別紙１記載のとおりです。 
 

２．会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す
る事項（会社法第 794 条第１項、会社法施行規則第 193 条第１号） 
別紙２のとおりです。 
 

３．会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す
る事項（会社法第 794 条第１項、会社法施行規則第 193 条第２号） 
該当事項はありません。 
 

４．株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法 794 条第１項、会社法施行規
則第 193 条第３号） 
（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙３のとおりです。 
 

（２） 最終事業年度の末日後の臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは当該臨
時計算書類等の内容 
該当事項はありません。 



 
（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
該当事項はありません。 
 

５．株式交換完全親会社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大
な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行
規則第 193 条第４号） 
該当事項はありません。 
 

６．株式交換が効力を生ずる日以降における株式交換完全親会社の債務（会社法第 799 条
第１項の規定により株式交換について異議を述べることが出来る債権者に対して負担
する債務に限る。）の履行の見込に関する事項（会社法施行規則第 193 条第５号） 
 
本株式交換に際して、会社法第 799 条第１項の規定により異議を述べることのできる
債権者はおりませんので、該当事項はありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙１ 

 



 

 



 
 
 



別紙２（株式交換に際して交付する株式の数またはその数の算定方法およびその割当ての
相当性に関する事項） 
 
（１） 本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 
（株式交換完全親会社） 

対象会社 
（株式交換完全子会社） 

株式交換に係る割当ての内容 １ 1,982 
株式交換により交付する株式数 当社普通株式：15,856 株 

（注１）株式の割当比率 
当社は、対象会社の普通株式１株に対して、当社の普通株式 1,982 株を割当交付

いたします。ただし、本株式交換の効力発生日の前日において対象会社の普通株式
192 株を取得することを予定しており当該株式については、本株式交換による割当
ては行いません。 

（注２）本株式交換により交付する当社株式の数 
当社は、本株式交換に際して、本株式交換の直前時の対象会社の株主に対して、

その保有する対象会社株式に代えて、上記表の本株式交換に係る割当比率に基づい
て算出した数の当社株式を割当交付いたします。また本株式交換に際して交付する
当社株式は、全て当社が保有する自己株式（2023 年５月 31 日現在 157，226 株）
を充当する予定であり、当社が新たに株式を発行することは予定しておりません。 

（注３）単元未満株式の取扱い 
 本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（100株未満の株式）を所有する株主が
新たに生じることが見込まれますが、金融商品取引市場において当該単元未満株
式を売却することはできません。当社の単元未満株式を所有する事となる株主の
皆様におかれましては、本株式交換の効力発生日以降、以下の制度を利用する事が
できます。 
（単元未満株式の買取制度：単元未満株式の売却） 
会社法第 192 条第１項の規定に基づき、当社に対し、その所有する単元未満株式
の買取りを請求することができる制度です。 

 
（２） 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠 

① 算定の基礎及び経緯 
当社は本株式交換に用いられる株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいま

す。）の検討にあたり公平性・妥当性を確保するため、独立した第三者算定機関とし
て株式会社青山トラスト会計社（以下「本算定機関」といいます。）を選定し、本株
式交換比率の算定を依頼いたしました。 
本算定機関は、当社については東京証券取引所スタンダード市場に上場しており、



市場株価が存在することから、市場株価を参考に算定しました。具体的には本株式
交換契約締結日にできる限り近い時期の株価が本株式交換契約時の株式の価値を
反映しているものと考えられることから、2023 年６月１５日を算定基準日とし、
１株あたり 908 円を採用することとしました。対象会社については、非上場会社で
あることから、将来の事業活動の成果を企業価値評価に反映させるため DCF 法に
加えて、類似上場会社比較による株式価値の推測が可能であることから類似上場会
社法を採用して算定を行いました。なお、DCF 法において使用した対象会社の事
業計画については大幅な増減益を見込んでおりません。 
当社普通株式の１株当たり株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定結果・

評価レンジは以下の通りです。 
採用方法 株式交換比率の算定結果 

DCF 法 1,551.12～1,773.63 
類似上場会社法 2,172.53～3,812.94 
 
本算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果及び対象会社の財務状況

や将来の見通し等を踏まえ、慎重に交渉・協議を重ねた結果、本株式交換比率が妥
当であり、それぞれの株主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、当
社取締役会および対象会社の取締役決定に基づき、当事会社間で本株式交換契約を
締結することに合意いたしました。 

 
② 算定機関に関する事項 

 本算定機関は、当社および対象会社から独立した第三者算定機関であり、両社の
関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しま
せん。 

 
（３） 株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

当社の資本金及び準備金の額は増加しません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙３（株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容） 

 



 



 



 



 



 
 


